
災害時等の情報伝達の共通基盤の在り方に関する研究会 開催要綱 

 

１ 目的 

災害情報を多様なメディアに一斉同報する共通基盤として「公共情報コモンズ」が地方公共団体

に普及しつつあるが、早期の全国普及の推進とともに、ライフライン（交通、電力、ガス、通信等）の

復旧情報等も含めた災害関連情報の内容拡充への期待が大きい。 

このような状況を踏まえ、本研究会では、「公共情報コモンズ」の一層の発展に向けて、全国普

及に向けた課題や推進すべき対応策等について検討を行う。 

 

２ 名称 

   本会議は、「災害時等の情報伝達の共通基盤の在り方に関する研究会」と称する。 

 

３ 主な検討事項 

（１） 災害時等の情報伝達の共通基盤の在り方と全国普及に向けた課題 

（２） ライフライン分野を含めた災害情報の内容と関係者間の連携の在り方 

（３） 自治体、メディア等と連携した広報戦略 

（４） 災害時等の情報伝達の安定運用に求められる体制 

 

４ 構成及び運営 

（１）  本研究会は、総務副大臣（情報通信担当）及び総務大臣政務官（情報通信担当）が主宰する。 

（２）  本研究会の構成員は別紙のとおりとする。 

（３）  座長は、本研究会を招集する。 

（４）  座長は、必要があると認めるときは、座長代理を指名することができる。 

（５）  座長は、必要に応じ、構成員以外の者の出席を求め、意見を聞くことができる。 

（６）  座長は、必要に応じ、ワーキンググループを開催することができる。 

（７）  その他、本研究会の運営に必要な事項は、座長が定めるところによる。 

 

５ 議事の公開 

（１）  本研究会及び使用した資料については、次の場合を除き、公開する。 

①  公開することにより当事者又は第三者の権利、利益や公共の利益を害するおそれがあると座

長が認める場合 

②  その他、非公開とすることが必要と座長が認める場合 

（２）  会議終了後、速やかに議事概要を作成し、公開する。 

 

６ 開催期間 

 本研究会は、平成 26 年 3 月から開催し、6 月までを目処とする。 

 

７ 庶務 

 本研究会の庶務は、情報流通行政局地域通信振興課において行う。  
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